租税法律関係における当事者の説明責任 by ⻘栁 達朗



























































 イ 抽象的租税債務と具体的租税債務を区別する理由 























































































































































税制調査会は、昭和 34 年 5 ⽉ 19 ⽇付で内閣総理⼤⾂から諮問を受け、税法
整備に関し、国税の基本的な法律関係及び⼿続等についての規定を整備統合し
て国税通則法を制定する問題について、国税通則法⼩委員会において昭和 35 年 
1 ⽉ 29 ⽇の第 1 回の会合以来昭和 36 年 5 ⽉ 27 ⽇まで 26 回審議検討を⾏なっ
た結果、その意⾒をまとめて、昭和 36 年 7 ⽉ 5 ⽇「国税通則法の制定に関する



















































4 章 課税⽅式及び申告賦課の⼿続等に関する問題 






































































 イ 説明責任 





















しかしながら、アカウンタビリティは “ 説明責任 ”とイコールではないこと
が主張され、理解されるようになってきた。 










































































    第⼀章 総則 




































































償請求に係る最判平成 5・3・11 ⺠集 47 巻 4 号 2863 ⾴を参照）。これを具体的
事実陳述＝証拠提出義務と説明することもできよう。・・・14」 
 








































































課税庁が⻘⾊申告に対する更正をする場合は、従来から、所得税法 155 条 2
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項⼜は法⼈税法 130 条 2 項によりその更正通知書に処分理由の附記が求められ
ていたが、平成 23 年 12 ⽉の税制改正（平成 23 年法律第 114 号によるもの。）
により、国税通則法 74 条の 14 第 1 項において、課税庁 が国税に関する法律に
基づき⾏う申請に対する拒否処分（更正の請求(国税通則法 23 条)）や更正、決
定等の不利益処分（以下「不利益処分等」という。）をする場合は、⾏政⼿続法












































 しかしながら、規範 P は租税法律主義に根拠を有するものであり、納税義務




















は、個⼈については国税通則法 16 条 1 項 1 号、同法 17 条、同法 24 条、所得税
法 120 条の規定するところである。 
 [参考] 















































記の規範 O 及び規範Ｎに由来すると考えられる（実定法上は所得税法 120 条、
国税通則法 16 条 1 項 1 号、同法 17 条、同法 24 条）。 
 







（実定法上は国税通則法 24 条、同法 28 条、同法 74 条の 2）が存在しており、
申告書記載の所得⾦額および税額が過少であると判断した場合には、増額更正
処分を⾏わなければならない。平成 23 年 12 ⽉の税制改正（平成 23 年法律第 
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